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児童ポルノ対策の際の検討
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2010年 犯罪対策閣僚会議「児童ポルノ排除総合対策」

 当時、海外からも問題視されていた児童ポルノについて、総合的な対策
を取ることが提唱され、その中にブロッキングも。

児童の権利を保護するためには、サーバーの国内外を問わず、画像発見後、速
やかに児童ポルノ掲載アドレスリストを作成し、ＩＳＰによる閲覧防止措置（ブロッキン
グ）を講ずる必要がある。そこで、このようなブロッキングについて、インターネット利
用者の通信の秘密や表現の自由に不当な影響を及ぼさない運用に配慮しつつ、
平成22年度中を目途にＩＳＰ等の関連事業者が自主的に実施することが可能と
なるよう、下記の対策を講ずる （警察庁、 総務省、内閣官房、内閣府、経済
産業省）

ⅰ アドレスリストの迅速な作成・提供等実効性のあるブロッキングの自主的導入
に向けた環境整備 （中略）

ⅱ ＩＳＰによる実効性のあるブロッキングの自主的導入の促進（中略）
ⅲ 一般ユーザーに対する広報・啓発（中略）
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児ポブロッキングと緊急避難 －法益権衡ー

一般的な名誉毀損やプライバシーなどの法益侵害がある場合にも、人格
的利益の侵害という点で共通する面があるとしても、児童という本来性欲の
対象とされるべきでない対象の問題である児童ポルノの事案とは、現在の危
難ないし法益の権衡の点でやはり根本的に異なると解される。

さらに、著作権侵害との関係では、著作権という財産に対する現在の危難
が認められる可能性はあるものの、児童ポルノと同様に当該サイトを閲覧され
得る状態に置かれることによって直ちに重大かつ深刻な人格権侵害の蓋然
性を生じるとは言い難いこと、補充性との関係でも、基本的に削除（差止め
請求）や検挙の可能性があり、削除までの間に生じる損害も損害賠償によっ
て填補可能であること、法益権衡の要件との関係でも財産権であり被害回
復の可能性のある著作権を一度インターネット上で流通すれば被害回復が
不可能となる児童の権利等と同様に考えることはできないことなどから、本構
成を応用することは不可能である。

安心ネットづくり促進協議会 児童ポルノ対策作業部会
「法的問題検討サブワーキング 報告書」20頁 （2010年6月8日公表）
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実施中！
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海賊版サイト対策としての提案
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 2017年夏～漫画村の閲覧者数急増

 2018年2月16日 知財本部の検証・評価・企画委員会

 同3月19日 菅官房長官の記者会見発言「ブロッキング含め、
あらゆる方策の可能性を検討」

 同4月6日 毎日新聞が一面で「政府、遮断要請へ」

 同4月13日 政府が緊急対策発表「３サイトへのブロッキングが
適当」

 同4月23日 ＮＴＴグループが「ブロッキング実施する」と発表

時系列①
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2018年 知的財産権本部・犯罪対策閣僚会議
「インターネット上の海賊版サイトに対する緊急対策」

 2018年4月13日、以下の内容を公表。

 ブロッキングは通信の秘密の侵害にあたる可能性があるが緊急避難の
場合は違法性が阻却される。

 「漫画村」、「アニチューブ」、「MioMio」のような海賊版サイトにおいて重
大な権利侵害が生じている。

 「法制度整備が行われるまでの間の臨時的かつ緊急的な措置として、民
間事業者による自主的な取り組みとして、」上記３サイトおよびそれと同等
のサイトについて「ブロッキングを行うことが適当と考えられる」



11

４月６日 毎日報道直
後の弁護士ドットコム
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 2018年4月26日 中澤弁護士がＮコムを提訴

 2018年6月22日 知的財産本部に海賊版サイト対策ＴＦ発足

時系列②

ブロッキング検討
のための参加を求
められた通信事業
者団体が、賛否同
数の委員構成を要
求したこともあり、
対立構造が当初か
ら明白。
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TFの設置とそこでの紛糾
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紛糾の原因

 TFの冒頭で、「ブロッキングありき」ではないということを確認

してすすめられたものの、実際は「ブロッキングありき」のよう
に感じられた。

 TF事務局資料に以下の問題があった。

 世界42か国で導入済み ⇒ ほんと？

 「米国の状況を概観した」 ⇒ 概観していない

 被害額3000億円 ⇒ 明らかに盛っていた

 大会議室の冷房の半分が途中で故障した。



「インターネット上の海賊版サイトに対する緊急対策」
2018年年4月13日
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（別紙）特に悪質な海賊版サイトに関するブロッキングについての法的整理

3000億円は本当か？



情報法制研究所による情報開示請求

警察庁から出てきた３月２９日作成時の原案
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3000億円は本当か？



3月29日案の記載
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3000億円は本当か？



被害額の拡大

 アクセス数は同じ（漫画村約１億６０００万人）

 被害額は3月29日案から大幅に拡大
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大手出版社A社は、直近年度に

おいて数十億円以上、割合にし
て 20%〜40%程度の売上減の
可能性、大手電子書店B社及び
C社の売り上げ減は総額20億円
以上となるとのデータも

被害額については、流通額
ベースの試算で、「漫画村」
約 3000 億円

3月29日 4月13日

3000億円は本当か？



被害額の拡大

 世間がイメージがイメージする「被害額」は、3月29日案の計算方法であ
る売り上げ減少等

 アクセス数に定額を乗じるのは、世間がイメージする「被害額」とは全く
異なる。

 「被害額3000億円」というと、産業分野横断的に重要な課題のように見
える。
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3000億円は本当か？
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 2018年9月19日（第8回）に通信側委員（半数）がとりまとめに反
対の意見書を提出

 同10月15日（最終回）も同旨の意見書を提出。

 同10月15日（最終回） 検討会は取りまとめを断念

 2019年1月 政府は法制化を断念

時系列③
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TF「とりまとめ」断念とその後
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近時の動き
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 福岡地裁令和3年6月2日
 被告人 星野路実
 懲役3年（実刑）、罰金1000万円、追徴金6257万1336円

 わが国における著作物の収益構造を根底から破壊し文化の発
展をも現実に疎外しかねない危険を孕んでいる。

 各犯行は、著作権法の禁じる送信可能化行為の中で、高度な違
法性を有する

 作家が生み出した作品を労せずして利用し、正当な権利者の犠
牲の下に、自ら多額の金銭を得ようとした動機も、厳しい批判を
免れない。

漫画村主犯 刑事判決（確定）
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インターネットはいつまでも"Trusted"で
あり続けられるか
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海外の制度との比較

プライバシー 表現の自由

日本 EU 米国

インターネット上で不当な監視を受けない利益を
守る方法は国によって異なる。

通信の秘密

インターネット
の自由

インターネット
の自由

インターネット
の自由
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GDPR（EU）と個人情報保護法（日）

EU

日本でいうところの個
人情報でなくても保護
の対象になる。

ウェブサイトの閲覧履
歴などは、クッキーに
のみ紐づいた状態で
も保護の対象

日本

 個人情報でなければ保護
されない。

 ウェブサイトの閲覧履歴な
どは、クッキーにのみ紐づ
いた状態では、保護の対
象とならず、氏名等と結び
ついて初めて保護の対象

 他方で、通信の秘密の保
護対象は、個人情報に限
定されない。
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 「ドイツでブロッキングやってるから
日本でも大丈夫」は誤り。

 プライバシーや表現の自由について、外国と同じ
強度の制度がなく、通信の秘密に依存している面
がある。

 通信の秘密を外すと、インターネットの自由が損
なわれる事態が容易に生じうる。

海外の法制度との比較
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インターネットはいつまでも"Trusted"で
あり続けられるか

 “Trusted”であり続けるためには努力と工夫がいるのでは。

 なぜなら、様々な「思惑」があるから。
 違法情報ブロッキングのほかにも
 DMPと３Pクッキー（リクナビ） ⇒ 個人の趣味・嗜好・傾向の把握
 ゼロクリックサーチ ⇒ 自律・分散・協調の喪失
 キーワード令状 ⇒ 警察による監視
 LINE問題 ⇒ 外国のガバメントアクセス

 いつまで“Trusted”であり続けられるかは、我々の努力と工
夫にかかっていると思います。
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ご清聴ありがとうございました
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